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地中熱の建物利用 
 

 

建築研究部 部長 向井 昭義 

環境・設備基準研究室  室長  足永 靖信  主任研究官 西澤 繁毅 

（キーワード） 再生可能エネルギー、地中熱利用、エネルギー利用効率向上 

 

１．背景 

建築・住宅からの二酸化炭素排出量は年々増加の

傾向を示しており、1990年と比べて業務その他部門

で31.9%、家庭部門で34.9%(2010年度)の増加となっ

ている。建築・住宅における省エネ化を推し進めて

いくために、平成24年12月に低炭素建築物認定基準

の告示が公布され、建築・住宅の一次エネルギー消

費量評価をベースとした省エネ基準の改定が行われ

ている1)。これらの評価は外皮や設備に導入された

省エネ化技術の効果を総合的に評価するものである

が、再生可能エネルギー利用技術のうち、地中熱利

用等の一部については評価できるようになっていな

い。同じ一次エネルギー消費量評価の枠組みの中で

評価できるように整備していく必要がある。 

プロジェクト研究「再生可能エネルギーに着目し

た建築物への新技術導入に関する研究(平成23～25

年度)」では、太陽光や地中熱等の再生可能エネルギ

ーを効果的に建築物で使用できるようにするため、

実証実験に基づいて省エネルギー効果を明らかにし、

評価法を構築することを目指して検討を進めている。 

 

２．地中熱利用の実証実験 

 地中熱利用技術には、熱を出し入れする期間(日単

位や年単位)や、利用形態(直接的な熱利用やヒート

ポンプの熱源としての利用)、地中温度に大きな影響

を与える地下水位等に応じて、様々な技術が開発、

利用されている。それらの技術開発状況の整理を行

うとともに、ヒートポンプの熱源に地中熱を利用し

建物の暖冷房を行うシステムについて省エネ効果の

実態を把握するための実証実験を実施している。埋

設管(Uチューブ(25A)2本、深さ50m)を設置(写真)し、

埋設管中の冷温水と地面との間で熱交換を行って採

熱する実験を実施している(サーマルレスポンス試

験、図)。今後、地中から採取した熱でヒートポンプ

を稼働させ実験室内の空調を行うとともに、比較対

象として一般のエアコンで同一条件の別室内を空調

する実験をすすめ、通常のエアコンを使用した場合

に比べてエネルギー利用効率がどの程度向上するか

を検証する予定である。 

 

写真 地中埋設管の設置作業状況 
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図 サーマルレスポンス試験結果の一例 

３．まとめ 

 建物の空調に地中熱を利用する実証実験を行い、

ヒートポンプのエネルギー利用効率の検討を進めて

いる。今後、これらの知見をもとに、省エネ効果の

評価法を構築していく予定である。 

【参考】1)  住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建

築物の認定基準に関する技術情報 

http://www.kenken.go.jp/becc/index.html 

写真 写真 写真 

(工学博士) (博士(工学)) 

 

共同溝における 

水素供給実験を公開 
 

建築研究部 部長 向井 昭義 

環境・設備基準研究室  室長  足永 靖信 主任研究官 久保田 裕二 

（キーワード） 水素、新エネルギー、共同溝、固体高分子形燃料電池(PEFC) 

 

１．背景 

水素は化石燃料に代わるエネルギー媒体として有

望視されている。水素で直接駆動する燃料電池はCO

２を排出せず、電気と熱の両方を活用することが出

来るため、総合的な効率は80％を超えるとも言われ

ている。 

国土技術政策総合研究所では、研究プロジェクト

「低炭素・水素 エネルギー活用社会に向けた都市シ

ステム技術の開発（H21～H24）」において、新たな

エネルギー媒体として水素の供給及び利用に関する

技術開発に取り組んでいる。その一環として、つく

ば市の都市インフラである共同溝を利用して水素を

供給し固体高分子形燃料電池(PEFC)を駆動する公開

実験を実施した。 

２．公開実験の概要 

実験はつくば市の共同溝で繋がった２箇所に、ガ

ス事業者を想定したボンベ庫と、近未来を想定した

住宅を模擬したユニットハウスを用意した。（図１） 

図１ 水素供給実験のシステム構成 

当該実験装置を水素実験に利用するために、ガス

漏れ警報器の他、音速によるガス漏れ検知装置やガ

スの流量を常時観測し、万が一に備えて緊急時排気

システムを装備した。 

ユニットハウスでは、近未来を想定し、燃料電池

の他、電力会社からの給電、太陽光発電、蓄電池を

装備し、それぞれを連携させた運転実験を実施した。

（写真１）（図２） 

写真１ 太陽光パネルの発電量を変化させる様子 

図２ 太陽光パネルの発電量に追随するPEFCと水素流量 

PEFCは電池と似た性質があり、電力負荷に合わせ

て発電量が変化する。 

また、太陽光発電の発電量の増減に合わせて発電

量を変化させることも可能である。 

 なお、使用したユニットハウス周辺には展示パネ

ルを設置し、広く市民に公開するとともに、行政や

研究者等を対象とした共同溝内部の見学会を実施し、

約100名の参加をいただいた。 

【参考】http://www.nilim.go.jp/lab/heg/index.htm 

 
写真 写真 写真 

(工学博士) 
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